
公共施設の再編と
施設マネジメント
のあるべき姿、今
後の展望について



公共施設マネジメントとは？

本当に公共施設が整備さえされれば、生活は豊かになるのか？

(公共)施設＝(公共)サービス拠点

公共施設は公共サービスを提供する拠点であり

単に施設（ハコ）を提供することが目的ではない

公共サービスから公共施設を考える

→求められているのは「施設」ではなく「サービス」の改善



（例）卓球を楽しむためには体育館が必要？

(例)体育館←卓球をする場所だと認識されている

でも体育館でないと卓球はできないのか？

卓球を楽しむのには広い空間が必要なのか？

純粋にスポーツを楽しむために卓球をしている人だけなのか？

近くにある空間が有効活用できないか？

想像していなった組み合わせが面白いのではないか？

仲間と楽しむことが目的ならどこでも良い引用：卓球＋Bar（中目卓球ラウンジ中目黒本室）
https://www.instagram.com/p/CCnpP9MJ1uO/



施設マネジメントの基本

例えば住宅が欲しいと思ったとき…普通は
• 広い家が欲しい！ (供給)
• 設備は最先端！ (品質)
• でもお金が足りない！(財務)

※全ての希望を叶えられる住宅は建てられない

財務・品質・供給のバランスを考慮し
最適な施設を整備・運用を目指して

「工夫する」ことが施設マネジメントの基本
※現状を認識することが検討の第一歩
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財務
(お金)

品質 供給
(機能性) (広さ)



使いやすい施設整備は工夫次第

(例)図書館←教育上必ず必要だが

すでに民間施設でも図書館の役割を担っていないか？

2013年改修の武雄図書館（書店＋カフェ併設）

から従来の図書館のイメージは大きく変化した

※従来の図書館よりも使いやすく使いたい施設に

今では書店でも図書館同様に書籍を購入しなくても

カフェで書籍を読むことが一般的に

※実は再販制度があるからこそ可能な仕組み

TUTAYA BOOKSTORE＋PRONTO
アクエル前橋店



公共施設ではない図書館 (小布施町)

• 図書館が「読書」を行う場所で
あるなら、公共施設でなくても
良いはず

※様々な店舗や住宅などで「読
書」できた方が、「読書」という
体験が増えるだろう

※コミュニティの形成という面から
見ると、一般的な公共の図書
館ではできない体験を創出す
る可能性が高い
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引用：http://machitoshoterrasow.com/pg1374.html



図書館ですらない図書館(八戸ブックセンター)

• 図書館機能を本
屋に組み込むこと
で、利用者は「購
入」という図書館
ではできない体験、
自治体は収入を
得ることが可能に

→改めて公共施設
の位置づけを考え
るきっかけになるだ
ろう
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公共施設の整備を行う前に…

公共施設は地域全体のものであり特定のグループのためのものではない

※例えば「若者」「高齢者」といったグループで占有する施設が多すぎないか

公共施設の整備・改修の前に「使い方」を変える

※魅力ある施設にするためには「使い方」を変える必要がある

＝「使い方」を変えるだけなら施設の整備・改修は必要ないかも

本当に必要な機能・施設であればお金を出しても使いたいはず

占有なら有料・民間で、共有なら無料・公共という住み分けは？



施設の長寿命化≠予算削減（誤解が多い）

施設の長寿命化は予算削減のための「打ち出の小槌」ではない

• 不必要な部分まで予防保全を徹底すると費用増大を招く

施設は補修や改修（＝費用）を繰り返せばいつまでも使うことができる

• 近年になるほど施設の平均寿命は延びている

• 法定耐用年数は施設が実際に使用できる年数とは無関係

「この施設は何年使えるか」ではなく「この施設を何年使うか」

※長期的に見れば費用は変わらないからこそ、使い方・期間を考える必要あり
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施設整備は単独ではなく協働で考えるべき

施設単独で不足する機能・空間を確保するよりも

周辺施設の連携により補完・共有を目指す方が現実的

民間企業との連携（官民連携）や住民協働といった動きが不可欠

※どうすれば本質的な官民連携・住民協働が実現するのか（庁内は大丈夫か）

先ずは情報の共有と検討←これも一つの官民連携・住民協働

これからは単独（点）ではなく協働（面）で考える

※複数の施設・関係者が共に課題を把握し解決案を考える



• 検討単位は「自治
体→施設→地域」
と整備段階によって
視点の対象範囲を
変えることで、客観
的な視点から整備
計画を策定すること
が可能になる

→まずは情報分析、
次に庁内で解決で
きることから検討

公共施設整備の手順
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PHASE2

PHASE4

PHASE5

PHASE1

PHASE3

単位 作業の流れ

作業量･時間

施設白書・公共施設等総合管理計画

自治体 自治体全体の状況把握

施設 全保有施設の実態把握

施設 対象･近隣施設の機能分析

施設群 保有資産による再整備計画

地域 近隣民間・自治体との連携



[安曇野市] 庁舎事例1 施設概要

敷地面積：17,624.47 m2

延床面積：21,247.02 m2

契約額：5,215,665,000円

工期:H25年2月～H26年12 月

設計者:内藤・小川原・尾日向設
計共同企業体

施工者:前田・岡谷特定建設工
事共同企業体

※5町村の合併を機に9カ所に分
散していた市庁舎の機能を集約

※防災拠点としても機能するよう
柱頭免震構造が採用
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引用：https://kidetatetemiyou.com/assets/img/projects/04.pdf



[安曇野市] 庁舎建設の要点

・ 機能を「事務所」に限定するこ
とで、整備費用の大幅な削減
(6割程度の費用)を実現

→機能を絞り、不足する機能は
地域で解決

※新設の場合、複合化・多機能
化が求められる場合が多いが、
最大規模の公共施設だからこ
そ周辺地域(まち)との連携が
重要では？
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災害発生時の司令塔として大地震にも対応
できるよう、現在考えられる最善の構造方
式の免震構造を採用。柱の上に免震装置を
設置する柱頭免震とすることで、108台の地
下駐車場を確保するとともに、免震装置の
メンテナンスが容易に。

引用：https://www.city.azumino.nagano.jp/uploaded/attachment/6445.pdf

引用：http://www.janis.or.jp/users/obin/works/2015sityousya/index.html



[松山市] 庁舎事例2 総合窓口の整備

呼び出し表示で案内された来庁者が1カ所で手続きを済ませることができる

引用（一部修正）：https://xtech.nikkei.com/it/article/COLUMN/20081222/321876/



[松山市] 庁舎整備の前にできること

・専用サイトで窓口の待ち状況を公開

・窓口の優先予約

・専用サイトで申請書の事前作成

・民間広告放映

※箕面市の取り組み(右図)

これまで種類ごとに分かれていた印鑑証
明、住民票、戸籍謄抄本及び市・府民税
関係証明の交付申請書をひとつに

引用：https://blog.goo.ne.jp/minoh_rookies/e/e322c427581ef1a8005414469f017d31



[高浜市] 庁舎事例3 リース方式の導入
事業分類 庁舎 事業名

募集形式 公開プロポーザル 人口(人) 48,579 人口密度（人/km2) 3705.5

事業方式 定期借家 面積(㎞2) 13.1 将来負担比率(%) －

事業形態 リース 基準財政収入額 140.6 維持補修費(千円/人) 4.0

実施年(年） 2016 財政力指数 1.03 扶助費(千円/人) 76.7

地方名 中部 地方税（千円/人) 189.5

都道府県名 愛知県 普通建設事業費(千円/人) 73.9

金額(百万円) 3,320 うち補助事業費(千円/人) 24.5

うち単独事業費(千円/人) 49.2

全施設量(m2/人) 2.3

高浜市市庁舎

■施設写真（大和リースのウェブサイトから引用） ■事業概要

高浜市では、1977年に旧耐震基準により建設された

市役所庁舎の耐震性能不足と老朽化対策を検討。改

修内容とコスト試算したところ、現用地での建て替

えの場合で約25億円、耐震補強などの改修を行う場

合でも約14億円かかることが分かった。市の財政へ

の負担が大きいことから、20年間のトータルコスト

の上限を設定し、定期借家権などで支払いを平準化

する提案を求めた。

■事業データ ■自治体データ

備考
※20年間リース

（解体費込み）

事業代表 大和リース



[高浜市] リース方式による効果

経緯と効果

同市の旧庁舎は1977年に建設されて
いることから、耐震性に問題があった。

→事業者に選定された大和リースグルー
プは、期間20年の定期借地権者となり、
建物を建設・所有することに。

※市は本庁舎として賃借し、毎年約1
億5,000万円を支払う。

→このスキームにより高浜市には、支出
の削減と平準化というメリットが生まれた。
本庁舎は2017年1月から供用開始。

引用：https://www.mlit.go.jp/common/001265905.pdf



[今後の取り組み] 広瀬団地再生プロジェクト(LIFORT)

前橋工科大学の学生が中心となり、大学生の「金
融」「住居」「生活」「就職」面から支援を行うライフサ
ポートプログラム（以後「LIFORT」）を構築

LIFORTの対象者である大学生自らが移住者支援と
団地再生の支援、さらに大学卒業後に群馬県内で
就職・起業し定住者となる仕組みを社会実装する。

学生支援×定住促進×団地再生×多世代協働⇒地域活性化



LIFORTの概念図と連携体制



授業「建築マネジメント」の一環
として、グループに分かれ具体的
な提案を検討(2020年度も実施)

⇒学長、公社らの前で発表

※本年度からはインターンシップも

これまでの準備活動1（2019年度～）



今後の研究活動の拠点として、
公社から1室を貸与

2020年4月から堤研究室卒業
生が広瀬団地に入居(定住)

＋NPO法人RDMラボに就職

12/13広瀬団地の定例清掃に
合わせ焼芋配布会を開催し住民
への周知＋ヒアリング実施

これまでの準備活動2（2020年度）



LIFORTの今後の予定

• 2020年度（12月～)：プロジェクト体制構築

⇒プレスリリース（12/21）、専用サイトの開設、団体内に拠点(1部屋)＋事務所の開設、定例会議＋
勉強会の開催、住民ワークショップの実施（12/13、3月予定)

• 2021年度：施設整備＋受入体制の準備作業

⇒金融・住居・生活・就職支援の試行(インターンシップ実施、
カーシェア導入など）、授業内学生提案（シェアキッチン、
就職サイトなど)の実施、周辺地域との連携

• 2022年度：LIFORT運用開始→事業化へ

⇒新入生（15～20人）の受け入れ、学生主体の運用
（収益事業）開始



公共施設マネジメントに求められるのは「循環」と「協働」
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＝公民連携＋住民協働

現状 今後あるべき姿



最後に 公共施設を上手にしまうために


